
  令和8年4月1日 

釜石市告示第109号 

 

釜石市脱炭素先行地域づくり事業補助金(オフサイト PPA太陽光発電設備)交付要綱 

 

 (目的) 

第1条 市内脱炭素先行地域において、民生部門の電力消費に伴う二酸化炭素の排出量実質

ゼロを目指すとともに、環境負荷の少ない再生可能エネルギーの地産地消及び地域経済

の循環を促進するため、オフサイト PPA により市内の需要家へ小売電気事業者を通じて

再生可能エネルギー100%の電力を供給する設備の設置を行う場合に要する経費に対し、

二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金(地域脱炭素移行・再エネ推進交付金)交付要綱(令

和4年3月30日付け環政計発第2203301号。以下「国要綱」という。)に基づき、予算の範囲

内で釜石市補助金交付規則(昭和50年釜石市規則第44号)、釜石市補助金交付要領(平成19

年釜石市告示第79号。以下「交付要領」という。)及びこの要綱により、補助金を交付す

る。 

 (定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) 脱炭素先行地域 地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画(脱炭素先行地域づくり事 

  業)「『釜石版サステナブルツーリズム』がつなぐ地域脱炭素プロジェクト」(令和6年9

月27日環境省選定。以下「事業計画」という。)の対象とする地域をいう。 

 (2) 国実施要領 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領(令和4年3月30日環政計

発第2203303号)をいう。 

 (3) 太陽光発電設備 太陽光パネルを利用して電気を発生させるための設備及びこれ

に附属する設備であって、国実施要領別紙1に規定する事業の要件を満たし、かつ、国、

地方公共団体その他の団体が実施する他の制度による補助金等の交付(申請中のもの

を含む。)の対象となっていないものをいう。 

 (4) オフサイト PPA 発電事業者が電力を使う施設の遠隔地に再生可能エネルギー発電

設備を設置し、発電した電力を送電網を通じて小売電気事業者や需要家に供給する契

約形態をいう。 

 (5) 系統連系 太陽光発電設備を電力系統へ接続する時点から切り離す時点までの状

態をいう。 

 (交付対象者) 

第3条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 市と共同して事業計画を提案している事業者 

(2) 前号に掲げる者に準ずると認められる事業者 



(3) 前2号に掲げる者のほか、市長が事業計画の実施のために必要があると認めた事業

者 

2 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者が含まれる場合は、交付対象としない。 

 (1) 市税を滞納している者 

 (2) 釜石市暴力団排除条例(平成27年釜石市条例第37号)第2条第2号に規定する暴力団 

 (3) 構成員の内に釜石市暴力団排除条例第2条第3号に規定する暴力団員に該当する者

を含む団体 

 (交付対象経費及び補助金額) 

第4条 補助事業の内容、交付対象経費及び補助率は、次の表のとおりとする。ただし、補

助金額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

内容 交付対象経費 補助率 

太陽光発電設備 国実施要領別表第1のとおりとする。 交付対象経費の3分の2以

内の額 

 (交付申請等) 

第5条 補助金交付申請の期限は、毎年度1月末日とする。 

2 補助金の交付を受けようとする者は、交付要領第3条第1項第2号及び第3号に規定する書

類に代えて、次に掲げる書類を補助金交付申請書に添えて市長に提出しなければならな

い。 

 (1) 事業計画書(様式第1号) 

 (2) 収支予算書(様式第2号) 

3 交付要領第3条第1項第5号の規定によりその他要綱で定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 補助事業の実施に係る承諾書(様式第3号) 

(2) 補助対象設備の設置に係る経費の内訳が確認できる資料の写し(見積書等) 

(3) 補助対象設備の仕様が分かるもの(カタログ・仕様書等) 

(4) 補助対象設備を設置しようとする土地の位置図 

 (5) 補助対象設備の設置に係る工程表 

(6) 系統連系が可能なことを確認できる資料  

(7) 申請者の登記事項証明書の写し 

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 (届出事項) 

第6条 補助事業者は、住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したときは、速や

かに文書をもってその旨を市長に届け出なければならない。 

 (完了期限等) 

第7条 補助事業の完了及び補助金請求書等の提出期限は、毎年度2月末日とする。 

2 補助事業者は、補助事業が完了したときは、交付要領第10条第2号及び同条第3号に規定

する書類に代えて、次に掲げる書類を補助金交付請求書に添えて市長に提出しなければ



ならない。 

(1) 事業実績書(様式第4号) 

(2) 収支精算書(様式第5号) 

3 交付要領第10条第5号の規定によりその他要綱で定める書類は、次のとおりとする。 

 (1) 補助事業に要した費用に係る請書等発注の事実が分かる資料の写し(契約書、着手

届等) 

 (2) 補助対象設備の設置に係る完成検査報告書等(設置状況を示す配置図及びカラー写 

真等) 

 (3) 竣工払確認表 

 (4) 補助対象設備の機器配置図(パネル配置図)及び単線結線図等 

 (5) 補助金振込口座の通帳等の写し 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 (財産処分の制限) 

第8条 交付要領第14条の規定により要綱で定める、財産の処分の制限をする財産及びその

制限期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵省令第15号)に定め

る耐用年数に相当する期間とする。 

 (地元事業者の活用) 

第9条 補助事業者は、設置若しくは改修工事又は設置後の維持管理若しくは改修工事の施 

工にあたり、第三者に委託する場合には、次に掲げる順に、本店又は営業所を有する事業

者を優先して委託するよう努めなければならない。 

 (1) 市内に本店又は営業所を有する事業者 

 (2) 岩手県内に本店又は営業所を有する事業者 

 (3) 東北管内に本店又は営業所を有する事業者 

 (補則) 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

1 この告示は、令和8年4月1日から施行する。 

2 この告示は、令和12年3月31日限り、その効力を失う。 

  



様式第 1号(第 5条関係) 

 

事 業 計 画 書 

 

1 補 助 事 業 の 名 称     年度 釜石市脱炭素先行地域づくり事業 

（オフサイト PPA太陽光発電設備） 

2 事 業 の 目 的   

3 事 業 の 効 果   

4 事業内容 

実施時期又は期間 設置場所 
事業量 

又は内容 
事業費 備 考 

自    年   月   日 

至    年   月   日 
釜石市  円  

 

5 経費の配分及び負担区分 

区 分 

総事業費 
(A)＋(B)＋(C) 

補助事業

に要する

経 費 
(A)＋(B) 

負 担 区 分 

市補助金 自己資金 その他 

事業種類 事業種目 
(A) (B) (C) 

釜石市脱炭素

先行地域づく

り事業 (オフ

サイト PPA 太

陽 光 発 電 設

備) 

太陽光 

発電設備 

円 円 円 円 円 

合 計 
円 円 円 円 円 

 

6 二酸化炭素(CO2)削減効果 

項 目 内 容 

削減効果の推計値  

削減効果の算出過程及び根拠  

 

備考 

1 この様式により難いときは、上記の内容が記載された事業計画書等を添付のこと。



様式第 2号(第 5条関係) 

 

収支予算書 

 

1 収入の部 

区 分 金  額 摘  要 

市補助金 円 

釜石市脱炭素先行地域づくり

事業補助金(オフサイト PPA太

陽光発電設備) 

自己資金 円  

その他 円  

合  計 円  

 

2 支出の部 

区 分 費 目 細 分 金 額 摘  要 

工事費 

本工事費 

(直接工事費) 

材料費 円  

労務費 円  

直接経費 円  

(間接工事費) 共通仮設費 円  

 現場管理費 円  

 一般管理費 円  

付帯工事費 － 円  

機械器具費 － 円  

測量及び試験費 － 円  

設備費 設備費 － 円  

業務費 業務費 － 円  

事務費 事務費 － 円  

補助対象外経費 円  

合 計 円  

備考 

1 この様式により難いときは、上記の内容が記載された予算書等を添付のこと。 



様式第3号(第5条関係) 

 

補助事業の実施に係る承諾書 
 

釜石市長 あて 

 

私は、釜石市脱炭素先行地域づくり事業補助金(オフサイト PPA太陽光発電設備)交付要綱

を確認の上、次の事項について承諾します。 

・ 所有する土地に、補助対象設備を導入すること。 

・ 補助対象設備は、釜石市脱炭素先行地域づくり事業補助金(オフサイト PPA太陽光発電

設備)を活用するものであり、釜石市脱炭素先行地域づくり事業補助金(オフサイト PPA太

陽光発電設備)交付要綱第8条に規定する期間においては、承認を受けずに交付目的に反

して利用してはならないこと。 

 

申請者(補助金交付申請書と同じ) 

所 在 地:  

名  称:  

代 表 者：  

 

補助対象設備の設置を承諾する物件 

場 所 ：  

 

 

年    月    日 

補助対象設備を設置する土地の所有者 

(法人の場合は、氏名の欄に法人名、代表職名及び代表者氏名を

記載すること) 

住  所 ：  

氏  名 ：  

※自署又は記名押印 



様式第 4号(第 7条関係) 

 

事 業 実 績 書 

 

1 補 助 事 業 の 名 称     年度 釜石市脱炭素先行地域づくり事業 

（オフサイト PPA太陽光発電設備） 

2 事 業 の 目 的   

3 事 業 の 効 果   

4 事業内容 

実施時期又は期間 設置場所 
事業量 

又は内容 
事業費 備 考 

自    年   月   日 

至    年   月   日 
釜石市  円  

 

5 経費の配分及び負担区分 

区 分 
総事業費 

(A)＋(B)＋(C) 

補助事業

に要した

経 費 

(A)＋(B) 

負 担 区 分 

市補助金 自己資金 その他 

事業種類 事業種目 
(A) (B) (C) 

釜石市脱炭素

先行地域づく

り事業(オフサ

イト PPA太陽光

発電設備) 

太陽光 

発電設備 

円 円 円 円 円 

合 計 
円 円 円 円 円 

 

6 二酸化炭素(CO2)削減効果 

項 目 内 容 

削減効果の推計値  

削減効果の算出過程及び根拠  

 

備考 

1 この様式により難いときは、上記の内容が記載された事業実績書等を添付のこと。



様式第 5号(第 7条関係) 

 

収支精算書 

 

1 収入の部 

区 分 金  額 摘  要 

市補助金 円 

釜石市脱炭素先行地域づくり

事業補助金(オフサイト PPA

太陽光発電設備) 

自己資金 円  

その他 円  

合  計 円  

 

2 支出の部 

区 分 費 目 細 分 金 額 摘  要 

工事費 

本工事費 

(直接工事費) 

材料費 円  

労務費 円  

直接経費 円  

(間接工事費) 共通仮設費 円  

 現場管理費 円  

 一般管理費 円  

付帯工事費 － 円  

機械器具費 － 円  

測量及び試験費 － 円  

設備費 設備費 － 円  

業務費 業務費 － 円  

事務費 事務費 － 円  

補助対象外経費 円  

合 計 円  

備考 

1 この様式により難いときは、上記の内容が記載された精算書等を添付のこと。 


